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　21世紀に入り、人類の未来にとって最も重要な地球規模の環境問題が、地球温暖化、廃棄物処

理、土壌・水・空気の汚染、森林の乱開発などの分野で、もはや猶予ならない状況にあり、緊急な対

応を迫られています。�

　人類は、省エネルギー技術、クリーンエネルギー、リサイクルシステム、バイオテクノロジーをはじめ

とする知恵によって環境問題に立ち向かおうとしています。これまで社会資本の整備や産業施設

の建設に役割を果たしてきた建設業は、これからの循環型社会の創造や環境問題の解決にも大

きな役割を担っています。�

　私は、環境保全活動が健全な企業経営に欠かせない要素と位置づけ、事業活動がもたらす環

境への負荷を極力小さくする取り組みを行ってきました。1999年、業界で初めて全社員を対象に

全店でISO14001認証取得を完了するとともに、廃棄物を100％再資源化する「ゼロエミッション」現

場を開始したほか、建物の省エネルギーや長寿命化の提案、二酸化炭素排出量削減目標の設定、

環境会計を含む環境報告書の作成や、環境関連の技術開発成果の積極的な社外への情報発信

を行ってきました。その結果、地球環境専従部署を1990年に設置して以降、現在に至るまでの10

年間にわたる当社の環境保全活動に対し「第10回地球環境大賞・日本工業新聞社賞」を受賞し

ました。今後も、環境保全活動を推進するとともに、当社の水質浄化、汚染土壌処理、省エネルギ

ー診断などの環境保全技術をも社会に役立てていきます。�

　ここに、2000年度の環境保全活動の取りまとめとして「環境報告書2001」を作成いたしました。

本年度は、工事段階の二酸化炭素排出量を把握したほか、重点的に建設廃棄物対策、グリーン調

達、有害化学物質対策の環境負荷低減に取り組んだ成果を報告しています。�

　21世紀においては、「環境保全」は建設業にとって最も重要な課題であり、大林組は今後も果敢

に環境保全活動を推進していきます。�

はじめに�

＜報告書の範囲＞�
この報告書は、2000年4月から2001年3月までの大林組（子
会社、関連会社を含まず）の環境保全活動を記載したもの
です。本報告書および大林組の「環境への取り組み」は、
当社ホームページでもご覧になれます。�
URL  http://www.obayashi.co.jp/environment/index.html
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1997年11月１日�

大林組環境方針�

基本理念�
大林組は、環境問題に対する自主的な取り組みと、その継続的改善を経営の重要課題の一つとし
て位置づけ、全ての事業活動を通じて、環境への影響に配慮し、その保全に努めることにより、持続
的な発展が可能な社会づくりに貢献する。�

基本方針�
１． 全ての部門において、省エネルギー・省資源、リサイクルの推進、廃棄物の発生抑制および有害
　 物質の適正処理など、環境負荷の低減に努める。�
２．  環境保全に関する保有技術を積極的に活用し、さらに有効な技術の開発に努める。�
３．  環境保全に関する法令等を遵守する。�
４．  地域社会とのコミュニケーションを図り、地域の環境保全に取り組む。�
５． 環境教育、広報活動などにより、全社員に環境方針の周知徹底を図り、環境保全の意識の向 　 
上に努める。�
６．  関連会社や協力会社に環境保全への積極的な取り組みを求め、支援に努める。�
　 これらを継続的に推進するため、環境マネジメントシステムを構築し、運用する。�

大林組は企業理念の一つに、「自然との調和」を取り上げ、従来から環境問題に対して、積極的に取り組
んできました。1997年11月に「大林組環境方針」を策定、環境マネジメントシステムを構築し、全社を挙げ
て計画的、継続的な活動を展開しています。�

理念・方針�

企業理念�

■ 創造力と感性を磨き、技術力と知恵を駆使して、空間に新たな価値を造り出す。�
■ 個性を伸ばし、人間性を尊重する。�
■ 自然と調和し、地域社会に溶け込み、豊かな文化づくりに寄与する。�
　これらによって、生活の向上、社会の進歩と世界の発展に貢献する。       
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　大林組では、建設廃棄物の基本政策として�

　　① 発生量の抑制�

　　② 再資源化の促進�

　　③ 適正な処理処分�

を掲げて活動してきました。2000年度の建設廃棄物の排

出量は総量 136.3万トン／年で、99度に比べ 13.5万トン

／年の増加、最終処分率は 13.1％で、99年度に比べ 0.1ポ

イントの低下でした。�

　現状では、建設廃棄物の内、コンクリート塊とアスフ

ァルト塊のリサイクル率は高く、汚泥や混合廃棄物のリ

サイクル率が低くなっています。そこで大林組では、具

体的数値目標として、「建築現場では混合廃棄物を

10kg/m2以下（2005年度）に、土木現場（東京本社）で

は汚泥の現場内削減率を30％以上にする」と設定しました。�

　大林組では、建設廃棄物対策の具体的対策として、4つ

の現場で建設廃棄物の再資源化100％（ゼロエミッション）

に向け活動しています。その結果、混合廃棄物の排出量

が目標の 1/10まで減少するなど大きな成果が得られてい

ます。また、全国展開を行うために「ゼロエミッション

モデル現場」（再資源化率 95％以上）を 17ヵ所選定し、

重点現場として建設廃棄物の削減に努力していきます。�

　大林組は、地球温暖化は、建設業にとっても重要な環

境問題の一つと認識し、建物や都市におけるLCA（ライ

フサイクルアセスメント）を行い、省エネルギー、長寿命、

エコマテリアル採用など地球温暖化の主要因である二酸

化炭素排出量削減策の検討を行ってきました。�

　建設工事段階での二酸化炭素排出量の具体的数値を把

握するために、全国105現場を対象に調査を行っています。

これらの結果から、1990年度の二酸化炭素排出量を 37.7

万トン／年と推定し、2010年度の施工段階における二酸

化炭素排出量の削減目標を 17％と定めました。2000年度

の工事段階での二酸化炭素排出量は 32.0万トン／年で

1999年度に比べ 1.2万トン／年、1990年度に比べ 5.7万

トン／年（15％）の削減でした。�

　また、実施設計時に採用が決定したエコ材料、省資源、

省エネルギー技術などの環境配慮設計による環境保全効

果としての二酸化炭素削減量を把握しています。その結果、

設計努力分として 1990年度と比較して資材選択で約 1.3

万トン、運用で 33.8万トンの削減になりました。�

　さらに、大林組は約 650ヘクタールの適正な管理を行

っている森林を保有しており、モデル地区での調査結果

から保有林による二酸化炭素吸収量を推定すると、0.65

万トン／年の効果が見込まれています。�

　大林組では、1997年に環境方針を策定し、省エネルギー・省資源、リサイクルの推進、廃棄物の発生抑制および有害物
質の適正処理など環境負荷の低減に努めています。1999年度に、当面の重点取り組み課題として「二酸化炭素排出量の
削減」、「建設廃棄物対策」、「グリーン調達」、「有害化学物質対策」を取り上げました。ここに、この４つの課題について1年
間の活動状況の概要を示します。各々の詳細については、11ページから18ページに記載しています。�
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建設廃棄物対策�

4つの重点取り組み課題に対する成果の概要�

二酸化炭素排出量の削減�

2000年度の二酸化炭素削減量�

● 工事段階    5.7万トン（1990年比）�

● 設計段階  �

　　資材選択による効果  �

　　　　　　 1.3万トン（1990年比）�

     運用による効果�

　　　　　  33.8万トン（1990年比）�

● 森林保全　  0.65万トン�

2000年度の建設廃棄物排出量�

● 汚泥　　86.0万トン／年�

● コンクリート・アスファルト塊　106.3万トン／年�

● 木屑　　  3.8万トン／年�

● 混合で搬出した廃棄物　　　13.0万トン／年�

● 最終処分率    13.1％（汚泥除く）�



　2001年4月のPRTR法（特定化学物質排出管理促進法）

施行に向けて、東京と大阪の機械工場および技術研究所

ではPRTR法の対象業種として使用量削減、MSDS（化

学物質等安全データシート）の整備、有害化学物質の管

理などの対応を実施してきました。�

　公開ホームページ上で手軽に最新建設資機材情報を提供・

検索できるサイト「Cone」（建設資材総合カタログ）のサ

ービスを開始し、MSDSも商品情報として一緒に掲載で

きる機能を追加、情報を取得する建設会社は、瞬時に最

新のMSDSを入手し化学物質に関する管理を徹底できる

とともに、それにかかる業務負担を大幅に軽減すること

ができます。�

　また、有害物質の排出削減の一環として、2000年 6月

に全国の機械工場にて使用している塗料の顔料を全てク

ロム・鉛の含まない顔料に変更しました。この結果、年

間５トンの有害化学物質の使用を削減することができま

した。�

　さらに、2000年度から環境保全活動の一環として、環

境省の指針「土壌・地下水汚染に係る調査・対策指針お

よび運用基準」を踏まえ、自主的に保有地の土壌および

地下水汚染調査を実施しています。�

　一方、シックハウス症候群や化学物質過敏症が建物の

室内環境問題の一つとして社会問題となっています。大

林組では、ホルムアルデヒド対策として、まずホルムア

ルデヒド簡易検査キット（シルセット）を開発しました。

さらにホルムアルデヒドの補足材として吸着紙（アルデ

ノン）を開発し各種性能の確認を行い、2001年中に市販

を予定しています。�

　大林組では以下の 3部門についてグリーン調達基準やガ

イドラインを策定・実施しています。�

　一般事務用品については、1999年度にグリーン調達基

準を策定、2000年 4月から実施しています。2000年度に

は 4億 4,421万円のグリーン調達を実施しました。これは

1999年度に比べ 59％の向上になりました。�

　設計段階においては、1999年度から「環境設計データ

シート」によるエコ資材の採用促進を行っています。

2000年度のエコ商品の採用件数は延べ 155件と 1999年度

と比較して 58％向上しました。�

　建設現場にて使用される資機材については、「建設資機材、

製品などグリーン調達ガイドライン」を策定し、2001年

度から実施します。指定品目として 13品目を定めました。�

　今後は、グリーン調達の対象となる建設資機材の指定

品目の拡大や、エコ資材の使用量の数値目標設定などを

行います。�

大林組は建設工事の二酸化炭素排出量を1990年に比べ2010年までに17％削減します。�
建築現場では混合廃棄物10ｋｇ/m2以下（2005年）、本社・土木現場では汚泥の現場内削減率を30％以上とします。�
「建設資機材、製品などグリーン調達ガイドライン」を策定し実施（13品目）します。�
PRTR法の対象業種としての対応、塗料中の有害物質の削減、自社保有地の土壌健全性調査を行っています。�
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有害化学物質対策�

グリーン調達�

2000年度の主なグリーン調達状況�

〈事務用品〉�

● 再生紙　　316万トン／年�

〈設計配慮〉�

● エコマーク商品採用件数　　155件／年�

● 高炉セメント利用生コンクリート　10.6万トン／年�

● 再生砕石　　15,009ｍ3／年�

〈建設資材〉�

● 型枠用熱帯材代替量　　89万枚／年�

● 再生生コンクリート　　5,838ｍ3／年�

2000年度の有害化学物質対策�

● PRTR法の対象業種としての対応�

● MSDSのデータ整備�
　（公開ホームページ上での運営）�

● 有害物質（クロム・鉛） 5トン／年の削減�

● 自社保有地の土壌健全性調査�

● シックハウス症候群対応�



廃棄物�
中間処理�
（減量36万ｔ）�

環境負荷�

廃棄物�
建設廃棄物 236万ｔ�

廃棄物中間処理 85万ｔ�

最終処分場�

騒音、振動、大気汚染、水質汚濁、�
土壌汚染、悪臭、地盤沈下、�
地球温暖化、オゾン層破壊、熱帯林減少、
有害化学物質等�

［オフィスエネルギー］�
・電気　1,817（1,844）万ｋＷｈ�
［事務用品等］�
・再生紙　316（311）ｔ�
・サイトウエア　ペットボトル　14万（7万）本分�
・事務用品グリーン調達　3億8千万円分（2億1千万円分）�

［主要建設資材］�
・鉄筋                                   　 45 (  39) 万ｔ�
・型鋼その他鋼材                    　 46 (  69) 万ｔ�
・セメント、地盤改良材、混和材   203 (210) 万ｔ�
・生コン用骨材　　　　　　　　802 (768) 万ｔ　�
・リサイクル資材（再生生コン）　   1.3        万ｔ　�

再生利用�

再利用�

建設副産物 673万ｔ�

残土　437万ｔ�

研究・開発� 企画・設計� 施工� 運用・改修� 解体�

アスファルト、コンクリート塊、�
汚泥など（再利用）　148万ｔ�

スクラップ、石膏ボード、紙など　3万ｔ�
�

10万ｔ�

社会との関わり�
（コミュニケーション）�

二酸化炭素�
削減量�

大林組の主な�
環境保全活動�

二酸化炭素排出量�
の削減�

建設廃棄物対策�

グリーン調達�
NGO�

（団体）等�

有害化学物質対策�

その他の�
環境保全活動�

環境会計�
企業理念・環境方針�環境マネジメントシステム�

設計段階：35万ｔ-CO2�
保有林保全による：0.65万ｔ-CO2

情報開示�
法の遵守�

パートナーシップ�
持続的発展�
環境負荷削減�

二酸化炭素�
排出量�

工事段階：32万ｔ-CO2�
オフィスエネルギー：0.6万ｔ-CO2

再資源化�

39万ｔ�

◆リサイクル材を   
　使用したエコ断
　熱工法�
◆最終処分場の�
　実証試験�

◆分析技術開発�
◆汚染物質吸着
　紙シート開発�

◆キンランの保全�
◆ビオトープ技術�

◆設計配慮シート�
◆保有林の保全�

◆事務用品等グリ
　ーン調達基準�
◆設計配慮データ
　シート�

◆土壌汚染調査�
◆PRTR法対応�
◆有害化学物質
　の管理�

◆事務所ビルでの
　省エネ・省資源
　への取り組み�

◆CO2調査�
◆省燃費運転�

◆ゼロエミッション
◆ゼロエミマニュ�
    アル�
◆建設廃棄物へ
　の取り組み�

◆VOC対策�
�

◆建設資機材等
　グリーン調達　
　ガイドライン�

◆町おこしの支援�
◆カニのミチゲー�
    ション�

◆建設廃棄物削
　減への取り組み�
◆フロン・ハロンの
　回収�

◆省エネ診断�

◆PCBの管理�

◆建設資機材等
　グリーン調達　
　ガイドライン�

◆環境関連技術開発�

◆フロン・ハロンの
　回収�
◆建設廃棄物削
　減への取り組み�
�

顧客� 住民�

行政�

* 図中の数量は2000年度の値を示す（　）内は1999年度の値�
* 1：詳細はｐ.11をご覧ください�
* 2：98年度データ（環境白書）�
* 3：99年度データ（環境省）�
* 4：98年度データ（環境省）�

《参考データ》�
 ●国内物質利用総量　　　20億2,000万ｔ *2�
 ●国内二酸化炭素排出量　12億2,500万ｔ *3�
 ●国内産業廃棄物排出量　  4億   800万ｔ *4�
　　　　　　 再生利用量　  1億7,200万ｔ *4�
　　　　　　 最終処分量　　    5,800万ｔ *4 

大林組と環境との関わり�
[工事事務所エネルギー　1]�
・電力　22,048万kWh�
・灯油　　　282万�
・軽油　　9,087万�

リッ�
トル�
リッ�
トル�
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　大林組では、地球規模の環境問題に対応するため、

1990年に地球環境部を設立、全社的に環境保全活動を推

進してきました。�

　1992年 7月、「環境保全行動計画」を策定、当社の環境

保全活動の推進を図るとともに、年度ごとに成果の評価

や見直しを行い、次年度の各部門ごとの目標を立案して

きました。�

　1997年 4月に社長を委員長とする環境に関する最高意

志決定機関である「環境委員会」を設立、11月に「大林

組環境方針」を策定しました。1998年 9月に東京本社、

12 月に大阪本店 1999 年 3 月までに残り 9 支店が ISO 

14001の認証を取得し、全店全組織での環境マネジメント

システ（以下EMSと略記）の構築が完了しました。�

�

《大林組EMSの特徴》�

■全店全組織を対象とした全従業員参加システム �

■全社方針「大林組環境方針」の枠組みの中で、各店単

位での環境方針を制定 �

■部門毎に「環境目的及び目標」を策定・推進�

■環境文書は電子情報（O-NET）で管理し、ペーパーレ

ス化を推進�

　EMSの中で、特に重視されているのは内部環境監査です。

当社では、内部環境監査員による監査と審査登録機関に

よる定期審査(サーベイランス)を実施するとともに、環

境報告書については監査法人による第三者審査をする体

制をとっています。�

《内部環境監査の特徴》�

■内部環境監査は、環境協議会（ISO14001規格の「最高

経営層」に相当。以下「協議会」と略記）が承認した「内

部監査全体計画書」に基づいて実施されます。�

■内部環境監査実施の依頼者は｢協議会」です。監査結果

はまとめて「協議会」に報告され、EMS見直しのため

の重要な資料となります。 �

■内部環境監査は、内部環境監査員 2～ 3名で構成される

監査チームが実施します。監査チーム編成時に、チー

ムの独立性および専門性を図るよう配慮しています。 �

■内部環境監査員の資格は、社内または社外で実施され

る「内部環境監査員研修コース」の修了者、ならびに「内

部環境監査要領書」が定める監査実務回数の修了者に

付与しています。�

《内部環境監査の実施状況》�

■内部環境監査実施期間：2000年 5月～ 2001年 3月�

■内部環境監査実施対象：東京本社、大阪本店ならびに 9

支店全ての部門･部署(工事事務所を含む)�

�

《審査登録機関による定期審査(サーベイランス)の実施状況》�

2000年度は全店において第 3～ 4回サーベイランスを受

審しました。�

■サーベイランス回数：11店× 2回＝ 22回�

�

《監査法人による第三者審査の実施状況》�

環境報告書の作成にあたり、監査法人による第三者審査

を受審しました。審査報告書は26ページに掲載しています。�
�

経緯と特徴�

体制�

EMS監査�

環境マネジメントシステム�
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環境委員会�
委員長：社長�

東京本社�
環境総括責任者�

東京本社�
地球環境室�

本社テーマ別連絡会�
●CO2削減対策部会�

東京本社�
環境協議会�

全店EMS連絡会�
東京本社�
地球環境室�

各店テーマ別連絡会�
●CO2削減対策部会�
（本店のみ）�

環境専門委員会�

東京本社�

共通業務�
機械部･東京機械工場�
不動産開発事業各部�
土木事業本部（工事事務所を含む）�
建築事業本部�
●営業�
●建築生産（工事事務所を含む）�
●リニューアル（工事事務所を含む）�
土木技術本部�
設計本部�
エンジニアリング本部�
原子力本部�
技術研究所�
技術企画センター�

部　門�

凡　例�

ライン系統�
スタッフ系統�

認証取得の単位�
大阪本店EM室�
支店EM幹事会�

大阪本店・9支店�
部　門�

全店テーマ別連絡会�
●グリーン調達基準専門部会�
●環境会計検討WG

各店環境総括責任者�

各店環境協議会�

中央環境総括責任者�

（� ）�



　環境パフォーマンスの向上を達成する

ためのEMSの継続的改善（スパイラル

アップ）を図っています。�

《前年度実績を上回る目標値の設定》� 《内部環境監査の質の向上》�

内部環境監査の質の向上のため、今年度は監査員数を 140

人増員し、監査箇所数も増加しました。�

《各店環境方針の改訂》�

環境関連法規等の制定状況や各部門の環境保全活動の向上、�

EMS監査の結果などを踏まえ、各店ごとの環境方針を改訂

しました。改訂によって、以下の項目などを追加しました。�

■グリーン調達�

■有害化学物質の適性処理�

■当社の環境関連情報の伝達�

■エコ材料の採用促進�

■二酸化炭素排出量削減�

《その他の具体的施策》�

■内部監査の質向上のためのフォローアップ研修の実施�

　（2回／年）�

■「変化している周囲の状況」の全店への迅速な伝達�

　（社内情報システム）�

■既存の社内教育システム（新入職員、中堅職員ならび

に職種別階層教育）にEMS講座を開設し定期的に実施�

■現場内における職長会および新規入場者教育時のEMS

教育の実施（「工事事務所用EMS運用のポイント」教材使用）�

東京本社第4回サーベイランスにおける最高経営層へのヒアリング状況� サーベイランス･現場受審状況�

継続的改善�
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廃棄物排出量(kg/人･年以下)

廃棄物再資源化率(%以上)

電気使用量(kWh/人･年以下)

型枠用熱帯材合板代替率(%以上)

1999年度�
実績�目標�

205257

56.952.8

3,4603,770

37.7

2000年度�
目標�

204

59.9

3,360

38.333.2

※1

※1

※1

※2

内部環境監査員数(人)

対全従業員比率(%)

内部環境監査回数(回)

サーベイランス指摘事項件数(件)

1998年度�

544

4.7

546

12

1999年度�

745

6.6

842

6

2000年度�

885

8.1

860

7
※3

※1  オフィス内に関する値。�
        各店の独自の目標値を従業員数を基に重み付けして、算出。�
※2  建築施工に関する値。各店の独自の目標値を売上高を基に重み付けして、算出。� ※3  本支店のサーベイランス指摘事項件数の平均(件／店)

環境協議会（最高経営層）に�
よる見直し�

内部監査および外部機関に�
よるEMSのチェック�

●年間監視測定結果�
●年間内部環境監査結果�
　変化している周囲の状況�
●継続的改善への約束�

部門の著しい環境側面�
並びに環境目的および�
目標（案）作成�

審議決定された部門の�
環境目的および目標�
ならびに日常管理�

環境方針との整合�

（指摘）�
目的達成のためのプログラムの�
策定ならびに日常管理項目の�

運用手順策定�

目標達成のための、�
ならびに負荷低減�
活動の実践�

（是正処置）�（指摘）�



2000年度の環境目標の達成状況一覧と評価�

注1） 土木施工、建築施工および建築設計の各目標値は、本社、本店、各支店の独自の目標値を売上高を基に重み付けして、算出した値です。�
注2） 共通業務の各目標値は、本社、本店、各支店の独自の目標値を従業員数を基に重み付けして、算出した値です。�

部　　門�

技術研究所�

営　　　業�

環　境　目　標� 実　績� 評価�区分�

不動産開発事業（本社）�

不動産開発事業（本店）�

建築設計�

設備（本店）�

土木設計/技術（本社）�

原子力（本社）�

リニューアル（本社）�

リニューアル（本店）�

技術企画センター（本社）�

土木施工�

建築施工�

リニューアル（本社）�

共　通　業　務�

大阪機械工場（本店）�

機械部・�
東京機械工場（本社）�

エンジニアリンク（゙本社･本店）�

●環境保全に貢献するテーマの比率増加  （前年度実績64％)�
●環境保全に貢献するテーマ成果の研究報告書等の発表比率増加（前年度実績50％）�
●廃棄物の所内再資源化に努め、 所外排出分についても分別収集を徹底、種別ごとに再資源化�
　を業者に委託�
●排水について中和処理を徹底し、常時記録を取り無害化に努める�

●顧客に対して当社の環境保全活動全般および環境関連保有技術の総合的なＰＲ実施�
●環境方針の確認、要求事項の伝達（100％）�
●特定の開発プロジェクトの企画にあたり、環境影響に配慮した企画の実施（100％ ）�
●工事開始前の近隣説明会において、条例等に定められた内容の説明（100％ ）�

●モデル地区における森林植生状況と環境影響の把握�

●開発事業における土地利用計画、造成計画、施設・建築計画の決定レベルにおいて、社会･�
　自然環境負荷の軽減に配慮し､ 関連法規の遵守､条例の確認への積極的な対応を図る�

●環境配慮設計シートの作成率（100％）�
●環境配慮設計シートのエコ材料関連項目の作成率（100％）�

●設備機器・機材の梱包材の簡素化と再利用化推進 �
●梱包材のエコ材料使用検討 �
●梱包材の簡素化実施現場率（60％）�
●特定フロン･ハロンの解体･撤去時の処理状況の定量的把握、適正処理率（100％）�
●特定フロン･ハロンの適正処理方法・処理手続きの周知徹底�

●環境配慮設計･技術支援チェックシートの平均評価点（85点以上） �
●環境配慮研究開発チェックシートの平均評価点（80点以上）�

●原子力関連施設の技術開発･設計業務各段階における環境配慮評価シートの適用事例増加�
●適用業務において、材料の設計選択にあたり環境側面からの調査･検討の実施�

●エネルギーの有効利用手法の提案･実施（1手法／1物件以上）�
●エコ材料採用の定量化�

●エネルギーの有効利用手法の提案（5手法／1物件以上）�
●3手法／1物件以上の実施設計�
●3手法／1物件以上の実施�

●環境保全技術ガイドの更新と充実、同ガイド内容の社内周知�
●イントラネット等を利用することにより当年度実施中のテーマ概要･完了済みテーマごとに整理した�
　開発成果および活用実績の紹介宣伝�

●建設廃棄物の全体最終処分率（14. 7％以下）�
●建設廃棄物の中間処理施設等への搬入率（96.1％以上）�
●型枠用熱帯材代替率（54.1％以上 ）�

●建設廃棄物の全体最終処分率（14.5％以下）�
●混合廃棄物の平均単位発生量（25.1 kg／m2以下） �
●建設廃棄物の中間処理施設等への搬入率（94.9％以上）�
●型枠用熱帯材合板代替率（38.3％以上）�
●環境関連チェックリストに基づく業務遂行�

●建設省指定の低騒音型建設機械、低振動型建設機械、排出ガス対策型建設機械、 黒煙浄化�
　装置の使用の促進について、総合職機械・電気職員全員への啓蒙を図る�
●PRTR法により特定された化学物質の使用状況（品目、量）を調査、監視測定手順を確立�
●機械工場敷地内の土壌汚染実態調査計画を立案�
●機械工場敷地内の緑化を推進�

●プラスチック製包装および緩衝材の使用量の削減（20％）�

●建設廃棄物の中間処理施設等への搬入率（100％）�

●用紙使用量（64.0 kg／人･年以下）�
●再生紙利用率（93.6％以上）�
●廃棄物排出量（204 kg／人･年以下）�
●廃棄物再生利用率（59.9％以上）�
●電気使用量（3,360kwh／人･年以下）�

●環境に配慮した企画･計画提案の件数率（96.0％）�

69％�
57％�
実施�
�

実施�

実施�
100％�
100％�
100％�

実施�

○�
○�

�
○�
○�
○�

－�
－�
②�
�

（④）�

－�
－�
－�
－�

実施�

①�

－�

100％�
99％�

実施�
実施�
63％�
100％�
実施�

○�
△�

�
�
○�
○�

①③�
③�

②�
③�
②�
②�
②�

77.6点�
78.6点�

3件→6件�
実施�

1.6手法／1物件�
1件�

7.1手法／1物件�
9.0手法／1物件�
11.5手法／1物件�

実施�
実施�

－�
－�

6.3％�
98.2％�
61.7％�

14.7％�
14.9kg／m2�
94.5％�
42.8％�

実施（77%）�

○�
○�
○�

②�
②�
③�

△�
○�
△�
○�

②�
②�
②�
③�
－�

実施�
�

実施�
立案後、調査開始�

実施�

（①）�
�
④�
④�
－�

37%

100%

○�

○�

66.6kg／人･年�
93.5％�

187kg／人･年�
60.8％�

3,610kWh／人･年�

△�
△�
○�
○�
△�

（②）�

②�

�
③�
②�
②�
①�

100％�

△�
△�

○�

○�

○�
○�
○�

○�

－�
－�

－�
－�

（①）�
③�

（①）�
（①）�
（①）�

－�

評価凡例：目標値と比較して････ ○ 達成     △ 未達成�
区分凡例：①CO2排出量の削減   ②廃棄物対策   ③グリーン調達   ④有害化学物質対策 
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・
施
工
段
階�

企
画
・
計
画
・
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　全店の工事事務所において、建設廃棄物の

分別やアイドリングストップなどの掲示をし、

積極的にEMS活動を行っています。�

�

　また、「工事事務所におけるEMS運用のポ

イント」の教材を用いて教育を実施しています。�

作業員休憩所内掲示状況�

廃棄物一時保管場所の管理状況�

2001年度の目的目標（改善内容）�

EMS活動事例�

※1） PAL ：Perimeter Annual Load ペリメータ部年間熱負荷係数�
※2） CEC：Coefficient of Energy Consumption エネルギー消費係数�

部　　門�

技術研究所�

原子力�

建築設計�

土木施工�

建築施工�

機械部・�
東京機械�
工場�

リニューアル�

環　境　目　標�環　境　目　的� 区分�

区分凡例：①CO2排出量の削減   ②建設廃棄物対策  ③グリーン調達  ④有害化学物質対策�

施
工
計
画
・
施
工
段
階�

企
画
・
計
画
・
設
計�

◎環境保全技術の研究開発の実施および�
　成果の社内外への普及�

◎技術開発・設計業務の環境配慮の�
　実施�

◎環境配慮設計の実施�

◎建設副産物の計画的な発生抑制�
�
◎建設副産物の再資源化の促進�
�
�
◎CO2排出量の削減�

◎建設副産物の計画的な発生抑制�
�
◎建設副産物の再資源化の促進�
�
�
◎CO2排出量の削減�

◎環境負荷低減型建設機械の使用の�
　促進�
◎特定化学物質による各種汚染問題へ�
の対応および使用量の低減�
◎排気ガス発散による地球温暖化低減�
　方策推進�

◎建設副産物の再資源化の促進�
�
�
◎工事周辺環境の保全�

●環境保全に貢献するテーマ数を70％以上にするとともに、その中を可能な限り重点化する。�

●適用業務においては、エコ材料の採用促進に努める。�
●適用業務においては、耐用年数の向上（長寿命化）を図る。�

●PAL（※1）、CEC（※2）の値について「省エネ・リサイクル支援法による建築主の努力指針�
　値」の達成を目指す。�
●エコ材料採用の促進を図る。（採用項目10品目／件以上）�
●緑化面積確保の向上に努める。（必要面積の10％ＵＰ）�

●建設汚泥の現場内減量率を３０％以上とする。�
●建設廃棄物の全体リサイクル率を96％以上とする。 （ただし、汚泥は除く）�
　特定建設資材についてはそれぞれリサイクル率を定める。�
イ）コンクリート塊：99％以上　ロ）アスファルト･コンクリート塊：99％以上　ハ）木くず：95％以上�
●建設工事段階で発生するCO2排出量の現状把握のため、特定した工事事務所でCO2の�
　排出量測定を実施する。�

●新築工事における建設廃棄物の総平均単位発生量を25kg／m2以下に抑制する。�
　（ただし、汚泥は除く）�
●建設廃棄物の全体リサイクル率を93％以上とする。 （ただし、汚泥は除く）�
　特定建設資材についてはそれぞれリサイクル率を定める。�
イ）コンクリート塊：100％　ロ）アスファルト･コンクリート塊：96％以上　ハ）木くず：92％以上�
●全工事事務所において「CO2削減対策チェックシート」に基づいて削減活動に努める。�

●イントラネットを利用し、社内へ環境負荷低減型建設機械の使用の促進について情報発信�
　する。�
●ＰＲＴＲ法により特定された化学物質の使用状況（品目、量）を調査し、結果に基づき適切な�
　改善策を講じる。�
●機械工場敷地内の緑地帯整備を推進する。�
●商用電源容量を増加してディーゼル発電機を減少し、排気ガス排出量を減少する。�
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●建設廃棄物の全体リサイクル率を93％以上とする。 （ただし、汚泥は除く）�
　特定建設資材についてはそれぞれリサイクル率を定める。�
イ）コンクリーﾄ塊：100％　ロ）アスファルﾄ･コンクリート塊：96％以上　ハ）木くず：92％以上�
●全工事事務所において、「環境関連チェックリスト」に基づいて業務を遂行する。�

2000年度の目的目標については、2001年度も引き続き同等の目標値、もしくは目標値を向上させて活動を推進します。�
2001年度、新たに追加更新された目的目標は以下の通りです｡（東京本社について例示）�
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　建設活動による二酸化炭素の主な排出源は、建設現場

で使用される建設機械や輸送機器および電力の使用に起

因します。これらから排出される二酸化炭素の定量的な

把握を行うため、2000年度の年間を通じて、施工中の

105現場（土木 50、建築 55）を対象に、エネルギー使用

量の実数調査、分析を行い全社排出量を推定しました。

その結果、2000年度の工事段階の二酸化炭素排出量は 32

万トンで、1990年度に比べ 5.7万トン（15％）削減され

ました。エネルギー源別に見ると、建設機械や輸送機器

で使用される軽油からの二酸化炭素排出量が 75％を占め

ています。このことから、トラック・ダンプや建設機械

の省燃費運転の重要性が明らかになりました。�

　建設工事段階における二酸化炭素排出量削減のために、「省

燃費運転法」の導入、普及の推進を目的として 1999年度

から省燃費運転研修会を行っています。2000年度は、冬

期雪道での研修や造成地におけるダンプトラックの省燃

費運転法の確立、建設機械を対象とした研修のための実

証試験などを行いました。その結果、2000年度末で当社

の全機械工場、機材センターを含む全国 15ヵ所、延べ

313人が修了証を取得しています。さらに 2001年度はク

ローラクレーンや 90トン大型ダンプトラックほかの建設

機械の研修を進め、それらの効果を確認するとともに逐

次全国展開を行っていきます。�

　研修を受けた 4トン車･10トン車の走行区間ごとにまと

めた通常運転および省燃費運転時の燃費と燃費向上率と

の比較では、トラックの大小に関係無く、省燃費運転を

受けることにより走行区間全体で 30～ 40％の燃費向上が

確認されました。�

　建築設計部門では環境配慮設計の取り組みを推進して

います。環境配慮設計時に「環境設計データシート」を

用いて自社設計物件のエコ材料、省資源、省エネルギー

を定量的に把握し、その効果を確認しています。�

　当社設計物件の 2000年度の二酸化炭素削減効果は、

1990年度の標準的な設計に比べ、右の表の通りとなりま

した。運用のエネルギーは、1年当たりの削減効果ですが、

現在の事務所ビルの平均的寿命を 35年と仮定すると、解

体されるまでの削減量は、33.8 万 t-CO2になります。�

　大林組は、建設工事の施工段階の二酸化炭素排出量削減に向けた取り組みを実施してきました。2000年度に、“工事段
階における二酸化炭素の排出量を、2010年には1990年比で17％削減する”との目標を掲げ、活動を強力に推進しています。�

【今後の二酸化炭素排出量削減取組方策と課題】�

◇｢CO2削減対策部会｣（2000年度設置）を建設施工による二酸化

　炭素排出量削減の推進母体として、活動を推進します。�

◇省燃費運転研修をトラック以外の建設機械についても展開します。�

◇引き続き2001年度は108現場（土木50、建築58）を抽出しデ－　タ

を収集します。（サンプル現場数のシェアは12％強）�

◇今後の課題として、削減活動成果である削減量の客観的な検証　

法を検討します。�

◇デ－タ収集・分析システムを構築します。�

建設工事段階の二酸化炭素排出量調査�

ダンプ・トラックの省燃費運転法を確立〈省燃費運転研修会〉�

環境配慮設計による二酸化炭素排出量削減�

二酸化炭素排出量削減�

設 計 配 慮 項 目 �

①エ　コ　材　料�

②省　　資　　源�

③省エネルギー�

発進・加速（0.6km）�

市内走行（0.7m）�

郊外走行（0.8km）�

惰力走行（0.2km）�

全区間（2.3km）�

設計物件数�

延 床 面 積 �

2000年度� 単　位�1999年度�

109�

823�

8,443�

4,840�

9,645

0.144�

0.082�

0.090�

0.020�

0.335

4.18�

8.58�

8.93�

10.10�

6.87

0.101�

0.055�

0.075�

0.001�

0.232

5.92�

12.72�

10.68�

222.22�

9.91

41.8�

48.3�

19.6�

2,100.0�

44.2

件�

千m2�

t-CO2�

t-CO2�

t-CO2／年�

107�

1,349�

27,638�

16,676�

11,983

対
　
象
�

● 省燃費運転法による効果（4t車・5名平均）�

走 行 区 間 �
通常運転�

電　　力�

灯　　油�

軽　　油�

22,048万kWh�

     282万��
  9,087万��

22.7%�

2.2%�

75.1%�

100%

73千t-CO2�

7千t-CO2�

240千t-CO2�

320千t-CO2

年間使用量�

合　　　　　　計�

二酸化炭素排出量� 排出割合�

省燃費運転�

消費量�
�

燃　費�
km／ 

消費量�
�

燃　費�
km／ 

燃費�
向上率�
％�

● 環境配慮設計による二酸化炭素削減効果�
　（1990年度の標準的な設計との比較）�

CO2排出量　　　目標値　　　削減目標値　　　単位売上高当り排出量�
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工事段階での二酸化炭素排出量の推移�

● 2000年度・工事段階での、エネルギー源別二酸化炭素排出量�
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　大林組は林野庁から認可を受けて下刈、除間伐などの

管理を行っている森林を約650ヘクタール保有しています。

この森林は、二酸化炭素の吸収源としての重要な役割を

持っています。�

　2000年度は静岡県にある保有林をモデル地区に指定して、

現地植生調査を実施しました。約 18万本のスギ・ヒノキ

を中心としたこの保有林の総樹木が、1年間に吸収する二

酸化炭素量を推定しました。このモデル地区では一般的

に言われている温帯林の二酸化炭素吸収量（20t-CO2/ha･

年程度）のほぼ半分を吸収しているとの結果を得ました。

この結果を大林組が森林育成管理を行っている保有林に

適用すれば、二酸化炭素の吸

収量は、約 6,500t-CO2/年と

推定されます。�

　2001年度は他の保有林を

モデル地区に選定し、条件の

異なる地域での植生調査なら

びに二酸化炭素吸収量の把握

を行う予定にしています。今

後も、森林育成管理を実施し、

森林保全に寄与していきたい

と考えています。�

　大林組のLCEチーム*は、建物や工場などの企画から

運用、解体までを含めたライフサイクルにおける省エネ

ルギーのトータルマネージャーとして活動しています。

顧客のニーズに合った省エネルギー診断、計画や省エネ

ルギー効果の検証などを行って、より確かな省エネルギ

ー対策を提供しています。�

　大林組では、2000年度に省エネルギー診断・計画を 29

件実施しています。これらの診断結果のうち、一般的な

事務所ビルでは現状に比べて、エネルギーコストで17.5％、

二酸化炭素排出量で 17.1％の削減効果が確認されました。�

　1999年度に省エネルギー改修工事を行ったオーク東京

ビルでエネルギー消費量の年間実績を調査したところ、

予測値とほぼ一致し、改修効果がほぼ計画通りであるこ

とが確認できました。�

　大林組では、環境保全活動の一環として、オフィスビ

ルにおける電力使用量の低減に取り組んでいます。昼休・

退社時の消灯、就業時間内の不要な照明の消灯、外出時

のPCの電源切断、最終退出者による部門内のOA機器の

電源切断などの活動を推進しています。�

　2000年度の共通部門（本社、本・支店）における年間

一人当たりの電気使用量は 3,609kWh、総使用量に対する

二酸化炭素排出量は 6,065トンになりました。�

＊： 2001.4に㈱オーク・エルシーイーを設立し、省エネルギー関連の業務を引き継いでいます�

Web診断も行っています　http://www.oak-lce.com/�　�
ホームページ上で省エネルギー診断を実施しています。必要な数値を入
力すれば、その場で2段階の診断結果が表示されます。�
レベル1 ： エネルギー消費量を評価�
レベル2 ： 設備ごとの評価や省エネルギー手法の�
　　　　 採用度を評価�

保有林の保全による効果�

省エネルギー診断�

オフィスビルでの省エネルギー活動�

0 500 1000 1500 2000 2500

オーク東京ビルの年間エネルギー消費量予測と実績値�

その他 ：�
共用電力�
トランス�
制御動力�
エレベーター�

用途別　単位床面積あたりの一次エネルギー消費量〔MJ／年・㎡〕�

1,679MJ／年・㎡�

1,319MJ／年・㎡�

1,303MJ／年・㎡�

改修前推定値�
（コア時間帯）�

改修後予測値�
（コア時間帯）�

改修後実績値�
（コア時間帯）�

照明�コンセント� 空調熱源�空調・換気� その他�

衛生�

268 243 603 213

21

衛生�21

331

照明�コンセント� 空調熱源�空調・換気�その他�

205 452 101 297

衛生�10

照明�コンセント� 空調熱源�空調・換気�その他�

170 227 540 110 246
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／
人
・
年
）�

kWh
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オフィスビルにおける一人当たりの年間電力使用量の推移�
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保有林の現地調査�
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　近年、循環型社会の形成が進む中、産業廃棄物の内、

建設業からの排出量が約 20％を占め、建設リサイクル法

の施行や廃棄物処分場の受け入れ残余年数の減少なども

顕在化しています。1960年代以降に多くの建築物が建て

られました。今後、それらの建替えが予想される中、廃

棄物の発生量を抑制すると共に、最終処分量を極力減ら

し再資源化を図る必要があります。その対策の一つとし

て「現場のゼロエミッション」が挙げられます。ゼロエ

ミッションとは、排出された廃棄物を 100％再資源化する

ことです。�

　大林組では 2000年度に東京地区・関西地区の４現場に

おいて、ゼロエミッション活動を行っています。現場では、

廃棄物の発生抑制と分別収集を徹底し、極力混合廃棄物

の発生量を抑制しています。京都リサーチパーク 6号館新

築工事における混合廃棄物排出状況は、EMSの部門目標 

25kg/m2（現場目標は 10kg/m2）の 1/10程度に抑えられ

ました。�

　これらの現場では当社職員、発注者、設計者および現

場の職長で構成される“ゼロエミ委員会”を中心に活動

を行っています。勉強会やゼロエミ週間などのイベント

を積極的に行って、環境に対する意識を高め、現場に関

わる作業員も含め一体となってゼロエミッション活動を

推進しています。�

　また、全店展開を行うために「現場ゼロエミッション

マニュアル」を作成し、全店に配布しました。2001年 5

月からは、各支店ごとに「ゼロエミッションモデル現場」

を 17ヵ所設定するなど、積極的にゼロエミッションの水

平展開を図ります。�

　大林組は循環型社会構築のために、建設廃棄物の削減に努力しています。当面の目標として、建築現場は2005年までに
混合廃棄物を10ｋｇ/m2以下に、土木現場は汚泥の現場内削減率を30％以上にします。�
　また、建設廃棄物削減対策の一環として、ゼロエミッション活動の全国展開を行っています。�

（仮）電通新社屋建設プロジェクト�
施工場所：東京都港区�
延床面積：232,224m2�
構造規模：S造・SRC造�

（仮称）丸ノ内ビルヂング新築工事�
施工場所：東京都千代田区�
延床面積：159,681m2�
構造規模：S造・SRC造�

京都リサーチパーク6号館�
新築工事�
施工場所：京都府�
延床面積：8,284m2�
構造規模：S造・SRC造�

東大阪市総合庁舎（第1期）新築工事�
施工場所：大阪府�
延床面積：50,052m2�
構造規模：S造・SRC造�

［ゼロエミッション推進工事］�

＊汚泥は対象外�

建設現場のゼロエミッション�

建設廃棄物対策�

混合廃棄物排出量の目標値と実績値�
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　建設廃棄物削減の取り組みとして、ゼロエミッション

を始めとした排出抑制、再資源化率の向上、最終処分率

の削減などを行っています。�

　ここ数年コンクリート塊の排出量が増加しています。

2001年度の排出量の内約 70％（網掛け部）が解体工事に

よるものです。昨年まで「混合廃棄物」で表わしていた

ものの内、紙・ガラス陶磁器屑・石膏ボードや金属屑な

どに分別して排出したものを「その他分別した廃棄物」

とし、混合状態で排出した廃棄物を「混合廃棄物類」と

して 2つに分類しました。�

　最終処分率は昨年より0.1ポイント低下し13.1％でした。�

汚泥は、1999年度までは発生量を掲載しましたが、工法

の違いよる発生状態の差異が大きいため、建設現場内で

減量などの処理した後の場外排出量と、最終処分量に区

分して示します。なお、汚泥の最終処分量はここ数年 20

万トン前後で安定しています。�

　各品目別の処理処分の割合をグラフに示します。�

　改修工事や解体工事では、冷媒に使われているフロン･

ハロンガス（オゾン層破壊物質）の回収・処分を行って

います。2000年度の東京本社、大阪本店管内の回収状況

は 23件、約 5.6トンでした。また、アスベストの処理処

分量は、約 1,021トンでした。�

《現場事例》�

　札幌支店の北農北 4条 JV工事事務所では、建設廃棄物

排出削減への独自の取り組みを行っています。札幌支店

の混合廃棄物の排出目標である 25kg/m2に対して、現場

における混合廃棄物を含む総廃棄物排出目標を 26kg/m2

に設定しました。社員や職人への教育、廃棄物の発生抑制、

8種類の分別収集の実施で、着工 17ヵ月経過後、混合廃

棄物の発生量がわずか 0.56kg/m2となっており、建設廃

棄物全体でも 12.6kg/m2となっています。�

《オフィスビルからの廃棄物排出・再利用状況》�

  オフィスビル（本社、本・支店）での一般廃棄物の排出

状況は右の図のようになっています。わずかではありま

すが、一人当たりの排出量および再資源化率ともに 1999

年度実績を上回っています。�

廃棄物削減状況�

発生抑制と徹底した分別収集�

オフィスビルでの取り組み�

建設廃棄物の排出量、最終処分量、最終処分率の推移（除く汚泥）�
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　大林組のグリーン調達は、事務用品を対象にした「事

務用品及び事務機器等グリーン調達基準」、設計段階での「環

境設計データシート」、建設段階での建設資機材等を対象

とした「建設資機材、製品等グリーン調達ガイドライン」

で構成されています。設計段階では 1999年度から、事務

用品については 2000年度からグリーン調達を実施してい

ます。2000年度は、建設段階での建設資機材のグリーン

調達ガイドラインを策定し 2001年度から実施します。こ

のガイドラインは、指定品目の指定（評価指標と判断指標）

と調達実積の把握から構成されています。現在、建設資

機材のグリーン調達は以下の 13品です。今後、調達実績

を把握することで、グリーン調達活動を向上させていき

ます。なお、2000年度の建設段階の建設資材グリーン調

達実績は、24ページの環境会計に記載しています。�

　建築設計部門では環境設計データシートにより設計時

にエコ資材の採用を促進しています。�

　2000年度の自社設計物件を対象とした、エコ資材･商

品の採用件数は 155件でした。主なエコ資材としては高

炉セメント、電炉材および再生骨材が挙げられます。�

　このように設計・施工一貫の物件では効率的な環境配

慮を行うことができます。�

　一般消費者をはじめ企業でもグリーン調達に対する取り組みが活発になりつつあります。大林組では、独自に調達基準（ガ
イドライン）を定め、グリーン調達を推進していきます。2000年度は、建設資機材・製品等グリーン調達ガイドラインを策定しま
した。�

指　定　品　目�

建設発生土、再生骨材、再生アスファルト・コンクリート、高炉セ

メント、再生（電炉）鋼材、型枠用熱帯材合板代替材（代替型

枠材）、タイルカーペット、クロス、岩綿吸音版、Hf照明器具、節

水型機器、オゾン層破壊ガスを使用しない消火システムおよび

装置、EM電線・ケーブル�

グリーン調達基準の策定�

環境配慮設計による資材使用量�

グリーン調達�

42,896ｔ�
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46,290m3
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再生材料を使用したタイル・ブロック�

建築用断熱（保温）材�

雨水浸透型の排水施設�

再生パルプを使用した壁紙・建具用紙�

節水型機器�

廃プラスチック再生品�

芳香族炭化水素類を含まない塗料�

廃ガラス（カレット）を再生利用した製品�

木材等を使用したボード�

その他（建築4、設備4）�

類型No.＊� 類　型　名　称＊� 採用数�

合　　　　　　　計�

＊：（財）日本環境協会の商品類型No.及び類型名称による�

建設資機材、製品等グリーン調達ガイドライン�

事務用品及び事務機器等グリーン調達基準�

環境設計データシートによるエコ資材選択�

大林組グリーン調達基準�
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　現在の型枠用熱帯材合板原木の生産は、伐採量に見合

った商業的な植林が行われていません。こうした状況が

解消されること、すなわち持続可能な森林生産が実施さ

れるまでは、大林組は現在の型枠用熱帯材の消費量を削

減することが必要であると考えています。�

　代替型枠は大きく 3つの種類に分けられます。持続的森

林生産による針葉樹材と熱帯材を混用する複合合板、構

造体と一体化した打込型枠（PC板、デッキプレートなど

仕上げ材を兼用するもの）および再利用可能な金属や樹

脂製の型枠の 3種で、これらの各種代替型枠の導入を推進

しています。2000年度の型枠用熱帯材の代替量は 434万

m2（89万枚相当）、代替率は 45.1％となりました。�

　一般事務用品については、1999年度に「事務用品及び

事務機器等グリーン調達基準」を策定し、2000年 4月か

ら実施しています。2000年度には 4億 4,421万円のグリ

ーン調達を実施しました。これは 1999年度に比べ 59％向

上しました。�

�

《用紙の使用量》�

　用紙の使用量削減とともに再生紙使用の推進に取り組

んでいます。2000 年度の一人当たりの用紙使用量は、

66.6kgと 1999年度より 1.7kg増加しましたが、再生紙の

使用率は 93.5%と 1999年度より 3.4ポイント向上してい

ます。�

�

《ペットボトル再生繊維使用のサイトウエア》�

　1999年度から本格導入したペットボトル再生繊維を使

用したサイトウエアの調達実績が 85％を超えました。使

用されている再生繊維をペットボトルに換算すると 14万

本余りに相当します。すでに新規製作分は全て再生繊維

を使用したものに切り替わりました。�

　今後は、再生繊維を使用した防寒着の導入にも取り組

んでいきます。�

～代替型枠実施例～�

《打込型枠》�

　代替材として無機質押出し成形部材を使用したコンク

リ－ト用打込型枠の使用例（写真右）を示します。対象

とした部位は、機械基礎や架台基礎、パラペットなど高

さの低い立ち上がり部です。打込型枠にすることで、木

製型枠の使用抑制はもとより廃棄物の削減にも寄与します。�

�

《リサイクル型枠の実証》�

　古紙リサイクルボード 2種類と廃プラスチックリサイク

ルボードのリサイクル型枠について施工性を検証しました。

今後は、採用のポイントになる材質、使用後の再使用・リ

サイクル性、経済性などの総合的な検討を行っていきます。�
代替型枠施工例�

型枠用熱帯材代替率の推移�

オフィスビルでの取り組み�
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　1999年 7月に成立したPRTR法は、企業の自主的な管

理による環境負荷の低減を期待しています。建設業は

PRTR法の対象業種ではありませんが、東京と大阪の機

械工場および技術研究所ではPRTR法の対象業種として

使用量削減、使用する資材のMSDSの整備、有害化学物

質の管理などの対応を実施してきました。�

《建設機器塗料の無鉛化 （有害化学物質の使用量削減）》 �

　大林組は、2000年 6月から有害化学物質の排出抑制の

一環として、当社所有の建設機械の塗装作業において、

全ての顔料（発色素材としては、白、赤、橙、黄）を有

害な鉛・クロムが含まれていない有機顔料に切り替えま

した。この有機顔料にはPRTR法の対象物質は含まれて

いないうえ、従来の大林カラー（オレンジ色）とほぼ同

じ色を再現することができました。�

　全国 8ヵ所の機械工場で使用されていた塗料の総量は、

1999年度約 44トン、その内PRTR法の対象物質である

クロム酸鉛などの鉛・クロム化合物は約 5トンでした。こ

れにより今後、年間 5トンの有害化学物質の使用を削減す

ることができます。�

　今回は、顔料を有害物質が含まれないものに切り替え

ましたが、有機系の溶剤は使用しています。有害化学物

質の排出抑制の立場から、溶剤を有機系から水系（水性

塗料）に切り替えていくことが必要と考え、一部の機器

については実施しています。�

《建設資材の化学物質データベースの整備》�

　2001年の 4月から本格施行されるPRTR法による物質

管理や、2000年 4月から施行されている労働安全衛生法

による工事事務所において法律で指定された化学物質を

含む商品の情報を記したMSDS（化学物質等安全データ

シート）を掲示する義務など、化学物質のデータベース

の必要性が高まっています。�

　大林組では、公開ホームページ上で誰でも手軽に最新

建設資機材情報を提供・検索できるサイト「Cone」（建設

資材総合カタログ）のサービスを開始し、MSDSも商品

情報として一緒に掲載できる機能を追加しました。建設

資機材メーカーによる最新のMSDS情報の提供を受け、

グリーン調達にも活用しています。また、情報を必要と

する建設会社は、無料で瞬時に最新のMSDSを入手し化

学物質に関する管理を徹底できるとともに、それにかか

る業務負担を大幅に軽減することができます。�

《PCBの管理》�

　有機塩素化合物であるPCBは、有毒な化合物で発ガン

性が有るため 1972年に製造が禁止され、廃棄物処理法で

はその所有者が保管することを定めています。大林組では、

機械工場で、PCBを含有しているコンデンサーやトラン

スなど（PCBの量に換算して約 19トン）を適正に保管し

ています。将来PCBの処理・処分が可能になった段階で、

逐次適正な処理・処分を行っていきます。�

　近年、私たちを取り巻く環境には無数の化学物質が氾濫しており、ダイオキシン類、VOC（揮発性有機化合物）、環境ホ
ルモンなど人体に与える影響が徐々に明らかになってきています。大林組は以下に示すように有害化学物質の管理、排出量
低減に積極的に取り組んでいます。�

PRTR法（特定化学物質排出管理促進法）対応�

有害化学物質対策�

PCBの保管状況�

O
B
A
Y
A
S
H
I E
N
V
IR
O
N
M
E
N
T
  R
E
P
O
R
T



　大林組では、2000年度から環境保全活動の一環として、

環境省の指針「土壌・地下水汚染に係る調査・対策指針

および運用基準」を踏まえ、自主的に保有地の土壌およ

び地下水汚染調査を実施しています。�

　埼玉県川越市所在の東京機械工場の敷地では、表層土

壌の一部で環境基準の 1.2倍から 6.0倍の六価クロムが検

出されました（環境基準：0.05ppm）。汚染が確認された

地点の地下水調査では、六価クロムは検出されませんで

した。�

　今回確認された汚染は、従来屋外で工事機械の吹き付

け塗装作業を実施していた付近で確認されていることから、

塗料の顔料に含まれていたクロムが原因と考えられます。

現在使用している塗料は、汚染物質を含まない塗料に変

更していますので、今後追加的汚染はないと判断してい

ます。�

　大林組では、この結果を所轄の自治体に報告するとと

もに、自治体の指導を受け、汚染土壌の撤去や現在使用

している施設の下部にある汚染土壌の飛散、流出防止策

を講じました（工事完了は 2001年 8月）。現在使用してい

る施設下部にある土壌の最終的な処理については、本土

地を売却処分、もしくは汚染土壌上部の施設を移転ある

いは撤去する際に、速やかに実施します。�

　今後、順次、他の保有地の土壌および地下水汚染調査

を実施していきます。�

　近年、新築建物の内装材や家具などから発生する有害

な揮発性有機化合物（VOC）による室内空気の汚染が原

因で、様々な症状を誘発するシックハウス／シックビル

症候群が社会問題となっています。原因となる主要物質

の一つとして注目されているホルムアルデヒドは、各種

建材や家具などの製造に用いる接着剤に含まれており、

新築建物や家具などから室内に徐々に放出されます。�

　これらの対応として、旧厚生省は平成 9年に、ホルムア

ルデヒドについて「30分平均値で、0.1mg／m3（0.08ppm）

以下」という指針を示し、さらにその後、厚生労働省は

トルエン、キシレン、パラジクロロベンゼンなどのガス

成分についても指針を公表しています。VOCの実態把握

と濃度低減を図るべく、国土交通省、厚生労働省および

関連業界、研究機関による取り組みも進行中です。�

　大林組は、これらの問題に早くから着目し、室内空気

汚染の実態調査や有害成分発生源の解明を進めるとともに、

まずホルムアルデヒド簡易検査キット「シルセット」を

開発しました（㈱島津製作所を通じて外販）。続いてホル

ムアルデヒド対策として吸収紙「アルデノン」を開発し

ました。「アルデノン」は、「ホルムパックン」と命名し、

安藤産業㈱を通じて外販を開始します。この吸収紙は、

簡単に使用できるうえに、低価格で確実にホルムアルデ

ヒドの濃度を低減できます。吸着紙の素材原料は再生紙

100％で、使用後、再生紙の原料として利用できます。�

　大林組では、今後も集合住宅の室内VOC濃度の調査や

各種対策技術の研究に取り組み、総合的な屋内空気質改

善対策を進めていきます。�

自社保有地の土壌健全性調査�

VOC対策  

シルセット�

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

収納スペース内のホルムアルデヒド濃度（ppm）�

アルデノンなし　　　アルデノンあり�

和室押入�

洋室クローゼット�

廊下物入れ�
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《新屋上緑化システム》�

  近年，都市のヒートアイランド現象の顕著化に伴い，屋

上緑化の推進が求められるようになりました。東京都では、

一定条件下（2001年 4月から敷地面積 250m2以上の公共

施設、同 1000m2以上の民間施設）での新築や増設などを

行う場合、屋上の20％を緑化することを義務づけています。

全国の自治体も同様な動きが見られ、国土交通省でも緑

地施設に対する固定資産税の減税を法制化する動きがあ

ります。�

　大林組では大都市に残された緑化スペースを有効に利

用するため、1989年から様々な緑化システムを開発して

きました。「薄層緑化システム」は、土壌の厚さを 5cmと

し、軽量化とローコスト化が可能です。導水シートによ

る給水と排水層の工夫で、荷重を 100kg/m2以下にでき

るので既存建物の屋上リニューアルにも対応できます。「置

き換えシステム」は、鉢物植物と導水シート給水を利用

することによって季節ごと、用途ごとの植栽の変更を容

易にし、専門知識が無くても作業が可能なシステムです。

植栽の固定材料として揚水機能を持つブロックを使用し

た場合、表面全体において蒸発冷却効果が得られ、ヒー

トアイランド対策や階下の省エネにも効果があります。

建物屋上のほか、駅前広場などにも適用できます。�

《生態系保全活動》�

  大林組技術研究所（東京都清瀬市･敷地面積 7.4ha）は、

武蔵野の雑木林を残す豊かな自然環境に立地しています。

この自然環境を保全するために様々な活動を行っています。�

●希少種 キンラン�

　敷地内に、まとまった規模の雑木林（コナラ林約1.5ha）

が残されており、林内には国内希少種（環境省指定、絶

滅危惧Ⅱ類）のキンラン（ラン科）が多数生育しています。

1998年より雑木林の樹林密度や下草の状態、キンランの

個体位置とそれぞれの生育状況を調査し、保全に取り組

んできました。�

  キンランの個体位置の記録、開花や結実などの生育状況

の調査を行った結果、種子は虫の寄生を受けやすく、し

かも半年以上もの長い時間をかけて熟すため、ごくわず

かな個体しか実を結ばないことが分かってきました。�

  今後もキンランの生育に関わる環境要因（光、土壌、周

囲の樹木と林床植生、管理作業）の調査を行い、キンラ

ンを保全するための、雑木林の維持管理（下草刈り、落

ち葉かき、林の更新）について検討していきます。�

�

�

●ビオトープ�

　周辺地域の生態系を調査したところ、10数種類のトン

ボが飛来し、定着する可能性のあることが分かり、トン

ボを対象とするビオトープ（＝トンボ池）を整備するこ

とにしました。�

　トンボ池は、整備後の水質や植生の維持管理方法につ

いて比較試験ができるように、特徴をもった 3つの池をつ

くりました。植栽する植物は地域のものにこだわり、園

芸種、外来種などが入らないように注意しました。2000

年 10月の完成直後から、シオカラトンボやアキアカネが

池に来ています。トンボのほかには、アメンボ、セグロ

セキレイ、カワラヒワ、ツバメ、カルガモ、タヌキなど、

予想以上に多くの生き物が池に来るようになりました。�

環境関連技術開発�

置き換えシステム�

希少種�
（キンラン）�

ビオトープ�
（トンボ池）�
現況�

技術研究所敷地内の雑木林�
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　大林組は北九州市エコタウン地区で、他企業と共同で

廃棄物最終処分場の安定化促進を図る実証研究を行って

います。近年、廃棄物の処理方法として、灰溶融炉・ガ

ス化溶融炉の導入が増加しています。通常、溶融炉から

排出される溶融スラグ（水砕スラグなど）や埋め立てら

れる焼却灰は、管理型最終処分場で浸出水の処理などを

行い管理されています。�

　溶融スラグは、普通土に比べ粒径が大きく透水性と通

気性に優れた材料です。管理型処分場の底部排水槽や覆

土などに使用することで処分場内の循環浄化機能を高め

る効果が期待できます。また、普通土の代わりに溶融ス

ラグを覆土として使うことにより、結果的により多くの

一般廃棄物を処分できることになり、処分場の延命化も

図れます。�

《エコ断熱工法「セラミライトエコ」》�

　大林組では、不要となった梱包用発泡スチロールを再

生利用し、フロン類を用いない断熱材（セラミライトエコ）

を開発し、京都リサーチパーク工事事務所で採用しました。�

発泡ポリウレタンに代表される断熱材では、フロンガス

の拡散や爆燃という非常に危険な火災現象を引き起こし

たり、燃焼の過程で有毒ガスを発生するおそれなどの問

題がありました。�

　セラミライトエコは工場で破

砕し、粒子状となったものをセ

メントと混ぜ合わせることで壁

などへの吹き付けを可能にしま

した。体積の 80％以上が発泡ス

チロールの粒子であるため既存

品と同程度の断熱性能を有して

います。セメントが発泡スチロ

ールをコーティングしているため、

火気による着火や延焼を抑制する効果が高く、自己消火

性があり、かりに燃えたとしても有毒なシアンガスやダ

イオキシンも出ず安全です。また、有機溶剤を含まず今

問題となっているVOCも出ません。�

　このような環境に優しい断熱材を用いることで建物の

断熱性が高まり、エネルギーの消費を低減されるなど、

環境保全にも役に立つものと考えます。�

《新しい汚染土壌浄化技術》�

　日本では、90年代後半から工場跡地の再開発などにお

いて土壌汚染問題は避けて通れない関門となってきました。

それに先駆けて、大林組は、土壌汚染の社会問題化を予

見して、1990年に環境エンジニアリング部に対応チーム

を設置しました。当社が関与した土壌汚染調査・浄化工

事の実績は 2000年度までに約 150件、浄化した土量は

150万m3に達しています。特に最近の傾向として、土地

売買に伴う土壌汚染評価案件が著しく増加しています。�

　大林組は、汚染土壌の処理技術としてスウェ－デンの

AGA社からバイオプスタ－工法を導入しました。これは、

廃棄物あるいは油汚染地盤中に酸素を添加した空気を高

圧で、間欠的に噴出し、地盤中に好気状態を作り出し、

好気性微生物により有機分の分解を促進する工法です。

廃棄物や油汚染土を移動させることなく原位置で処理を

行え、従来の同種の工法に比べ処理期間が１／２程度に短

縮でき、運転が容易なためトータルコストが低減できます。�

　今後、大林組では、不適正な廃棄物処分場や保管場所

の修復や再生、収集された有機廃棄物の中間処理、油汚

染土の浄化などに向け、自然浄化作用を利用したバイオ

プスタ－工法を 積極的に活用していきます。�

環境保全技術�
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《海外植林への協力》�
●  経団連の中国環境植林に協力�

　大林組は、経団連が 2000年から中国重慶市の長江沿い

で開始した環境植林に、積極的に参加しています。この

プロジェクトは、今後 5年間をかけて、土砂流出防止、洪

水防止、二酸化炭素固定、生態系保存等を目的とした 570

ヘクタールのモデル植林で、必要な資金（約 1億円）は企

業からの寄付金によって賄われます。�

　2001年 3月に、現地で中国側関係者約 500名と、日本

側関係者約 40名が参加して植樹式が行われました。大林

組は、本プロジェクトの運営委員会・座長として、植樹

式に至るまでの間、中国側と適地選定や合意文書、実施

組織編成、予算作成、樹種選定などの交渉をまとめてき

ました。�
　今後も、実施状況の監理や日本固有技術の移転などを

取りまとめる予定です。�

《希少生物種の保護》�

　紀の川大堰建設工事は、紀の川河口の上流6.2km地点に、

既設固定堰（新六ヶ井堰）に代わる可動堰を新設するも

ので、平成 14年度の完成を目指し工事中です。平成 10年

度、建設省（現国土交通省）近畿地方建設局和歌山工事

事務所の実施した「紀の川汽水域における大型底生動物

調査」によって、希少種のカニである『タイワンヒライ

ソモドキ』が確認されました。今回の発見により紀の川

の個体群は、本州の最北端個体群となりました。�

　タイワンヒライソモドキの天然生息域は、紀の川大堰

上流の汽水域にあり、大堰が完成すると淡水化し消滅す

るため、大堰の下流に新たな生息場所を造成し移植する

必要が生じました。新しい生息場所を造成するに当たり、

以前の生息場所と同様の環境とするために、アシも移植

しました。�

　事前調査では生息域に約 50,000匹のタイワンヒライソ

モドキがいると推定されていました。その 80％強の

43,000匹余りを 1998年 10月から 2001年 5月の間に延べ

17日かけ移植を行いました。移植は和歌山工事事務所主

導の下、学識経験者のアドバイスを受けて行われ、当社

職員や地元の小学生もボランティアとして�

参加しました。�

《町おこしへの貢献》�

　大阪府泉南郡岬町は古くは谷川瓦の産地として栄えて

いましたが、現在は生産者 1軒を残すのみとなりました。

町では文化財保護の目的で瓦を焼く窯を設置し、地域の

活動に利用しています。地元のボランティアグループ「町

おこし岬翔会」は、町内の豊富な竹林と窯に着目し、地

場産業の復興と伝統技術の伝承を願った町おこしの一環

として、数年前から各地の炭焼きを研究するなど、試行

錯誤を重ね竹炭作りを身につけました。�

　岬町工事事務所では、約 100ヘクタールある関西空港 2

期工事（埋立て）用の土砂採取場から 20トン余りの竹材

が切り出されます。同工事事務所は岬町と岬翔会からの

申し出によって岬翔会が 2年間利用できる量の竹を無償で

提供しています。また、会員の方々が高齢であることから、

作業しやすいように枝を落とす

とともに長さを切り揃え、運搬

しやすい場所に竹を集積してい

ます。現在、岬翔会の活動は軌

道に乗り順調に進んでいます。�

社会との関わり�

移植地造成� 移植地造成�

現地　植樹式�

タイワンヒライソモドキ（円内）の採集作業�

竹炭�

岬翔会の会員と�
炭焼小屋�
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《現場の公開による地域住民とのコミュニケーション》�

◆ JR神戸線六甲道駅前再開発ビルの現場では、現場の仮

囲いに窓を設置して、現場内を常時見ることができるよ

うにしています。内側には、再開発地域の完成模型とそ

の周囲を鉄道の模型が走るブースを設置しました。なお、

この模型は 10円（全額神戸市の福祉事業に寄付予定）で

２分間動くようになっており、参加意識を味わってもら

います。�

�

◆広島市の袋町小学校等新築現場では、被爆建物という

歴史的経緯のある建物の建替えにあたり、仮囲いに環境

に対する取り組みのメッセージを掲げるとともに見学室

を設置しました。現場内を見学する窓は、既存の小学校

を解体した際に取り外した窓を利用、床のタイルは再生

のエコタイルを使用するなど環境に配慮しています。�

《講演会・環境教育》  �

　広く社内外の動向や情報を取得することを目的に、社

内外の講師による講演会やゼミを開催しているほか、数々

の展示会に出展しています。さらに、EMSによる教育に

加え、社内の各種研修（年代別の全体研修、職種や部門

別の研修など）を通じて環境保全全般に関する教育を実

施しています。また、社内報による情報発信に加えて、

今後はイントラネットを活用して、広く情報の収集・紹

介を行っていく予定です。�

《環境関連 ニュースリリース》   �

　2000年度の社外発表の内、環境に関わる内容は 23件で

した。環境保全システムの開発や商品化、実績や取り組

みに関する発表などを行うことで広く情報の開示をして

います。なお、当社のリリースについては、公開ホーム

ページ上で過去のバックナンバーも含めてご覧になれます。�

《参加団体等》    �

  大林組では、広く環境に関わるNGOや各種団体などへ

積極的に参加し議論することで、パートナーシップを築

いていきます。主な参加団体は右の通りです。�

《外部とのコミュニケーション》  �

  本報告書に添付しておりますアンケートのほか、ホーム

ページ「環境への取り組み」にて環境に関する様々なご

意見、ご質問、お問い合わせをいただいております。なお、

2000年度の問い合わせなどの件数は右表の通りとなりま

した。�

WWF Japan、ゼロエミッションフォーラム（国連大学）、自

然保護協議会（経団連）、海外環境協力センター、環境

情報科学センター、環境を考える経済人の会21、グリーン

購入ネットワーク、環境報告書ネットワーク、バルディーズ

研究会、環境文明21 ほか�

社外講師：グリーン購入�

　　　　 （グリーンコンシューマ研究会代表緑川氏）�

社内講師（テーマ）：ゼロエミッション、塗料・建材に含ま

　　　　れる化学物質、欧州の環境施策・情報、　　

　　　　 EMS関連�

環境関連展示会：展示コーナーの公開1件、出展15件�

当社の環境保全活動に関する問い合わせ先�

東京本社 地球環境室企画課  TEL:03-5769-1002  FAX:03-5769-1901  Ｅ-Mail:oged@obayashi.co.jp

http://www.obayashi.co.jp/news/index.html

項　　目�

E-Mail､ TEL､FAX�

用紙、E-Mail、FAX�

E-Mail、TEL

126�

88�

34

メディア� 件　　数�

環境報告書請求�

アンケート協力�

環境関連の問合せ�

　外部とのコミュニケーション件数�

左：子供達にも�
　  好評です（神戸）�

右：見学ブースからは�
  　現場内が一望で�
　  きる（広島）�

O
B
A
Y
A
S
H
I E
N
V
IR
O
N
M
E
N
T
  R
E
P
O
R
T



《環境会計と環境保全活動》�

　大林組では環境保全活動の定量的把握と情報開示の一

つとして、1998年度から環境会計の算出を行っています。

公表に際しては環境省のガイドラインを基本としています。�

  現在環境会計は、コストの算出方法、効果の考え方、業

種・業態の特殊性への対応などについて、社会的にも検

討段階にあります。建設業界においても日建連、土工協、

BCSの三団体が合同で共通のガイドラインの作成を進め

ています。�

  大林組では、システムの構築は、これらの社会動向と連

動しつつ、経営管理のツールとしての側面を強化しなが

ら進めています。�

  一方、3年間の取り組み結果を逐次環境保全活動へフィ

ードバックすることを、環境会計の一つの成果と考えて

います。この 3年間で実施した主なものは、以下の通りで

す。�

《2000年度の環境会計》�

●コストの算出方法�

（1）事業エリア内コスト：公害防止コスト、地球環境保

全コストの内、工事現場で発生しているものは、70件の

サンプル現場における数値と期中施工高などを基に全体

を推計しています。管理活動コスト、社会活動コストに

含まれる現場の費用も同様です。資源循環コストの内、

工事現場で発生する建設廃棄物処理・処分費は、マニフ

ェストシートで把握している実数に、各店単位の平均的

処理単価を乗じて算出しています。この対象となるのは、

当社の単独現場と、当社が代表者となっている JV（共同

企業体）現場の全数となります。�

（2）上・下流コスト：設計部門、エンジニアリング部門

における環境施設設計、省エネルギーなどの環境配慮設

計に要した費用。�

（3）管理活動コスト：ISO14001による環境マネジメント

システム運用費、環境保全活動を主業務とする3部門の費

用および現場における計測管理等で分別して集計できた

費用の合計。�

（4）研究活動コスト：技術研究所および研究開発グルー

プにおける研究業務の内、環境貢献度の高い研究に要し

た費用。�

（5）社会活動コスト：環境関連情報の公表・広告費用お

よび現場周辺の美化等の費用の合計。�

（6）環境損傷コスト：自社保有地の土壌・地下水汚染の

調査費用。�

●資源循環コストについて�

　環境コスト247億円の内、145億円は資源循環コストで、

その内の136億円は「現場で発生する建設廃棄物の処理費」

です。建設廃棄物の発生量は、工事の内容によって大き

く変化します。特に解体工事は排出物のほとんどが廃棄

物となります。また汚泥の発生量は工事内容によって極

端に違う上、再資源化の方策も整備されていません。�

　2000年度は、建設廃棄物処理費の 30％弱が解体工事で

発生しています。また残りの 70％を占める新築工事の内、

50％強は汚泥の処理費用です。したがって、新築工事に

おける汚泥以外の建設廃棄物の処理費用は、建設廃棄物

処理費の約 3分の 1となります。�

●効果について�

　保全効果、経済効果とも数量把握の可能なもののみ公

表しました。営業活動への寄与、リスク回避額などにつ

いては、明確な基準作成に至っていないため、推定して

いません。2000年度は施工段階におけるCO2排出量の削

減量を、1990年に比較して算出しました。�

環境会計�

環境会計算出�

課題の抽出�

環境保全活動への反映�

● ゼロエミッション現場の推進とゼロエミ

　ッション手法の全店展開。モデル現

　場における支店単位のゼロエミッショ

　ン化推進。�
● 実施設計物件における省エネルギー

　効果を、1990年度と比較して算出。�
● 施工段階におけるCO2排出量の調査

　および省燃費運転などによるCO2排

　出量削減策の立案と実施。�
● グリーン調達ガイドラインの策定とグリ

　ーン調達の数量把握。�

● 建設廃棄物の発生量および処理

　コストの大幅削減。�
● 省エネルギー建築の効果の定量

　的把握。�
● 施工段階のCO2排出量把握と排

　出量削減。�
● グリーン調達の実施および数量　

　把握。�

1998年度�

�

2000年度�

〜�
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◆2000年度環境会計（集計範囲：株式会社　大林組、対象期間：2000年4月1日～2001年3月31日）�

●環境コスト ［単位：百万円］�

項　　　　　目� 2000年度費用総額�

事業エリア内コスト�

環境損傷コスト�

社会活動コスト�

研究活動コスト�

管理活動コスト�

上・下流コスト�

●効　果�

2000年度� 1999年度�

5,108�

67�

14,504�

19,679�

1,538�

654�

439�

486�

1,579�

1,403�

192�

336�

13�

541�

25�

24,765

［保全効果］�
事業エリア内効果�
建設廃棄物最終処分量（汚泥含む）�

建設廃棄物最終処分率（汚泥含まず）�

型枠用熱帯材代替率�

廃棄物再資源化率（汚泥含む）�

廃石綿適正処理�

施工段階におけるCO2排出量削減�

上・下流効果�

実施設計建物のCO2排出量削減�

（建物寿命を35年と想定）�

（1990年の標準的設計と比較）�

環境配慮設計による省資源�

�

�

�

グリーン調達額�

コンクリート削減量�

鉄筋削減量�

鉄骨削減量�

 �

再生紙�

事務用品�

OA機器�

サイトウエア（ペットボトル再生繊維使用）�

高炉セメント�

再生骨材利用生コンクリート�

［経済効果］�
リサイクルにより得られた収入額�

省エネルギーによる費用削減�

�

�

リサイクルに伴う廃棄物処理費用の削減�

電気使用料（共通部門）�

水使用料（共通部門）�

42,891千円（実績値）�

�

  4,816千円（対前年比）�

     647千円増加（対前年比）�

  1,810千円増加（対前年比）�

39.2万t（前年度比5.5万t増加）�

13.1％（前年度比0.1ポイント低下）�

45.1％（前年度比3.3ポイント向上）�

68.2％（前年度比8.7ポイント向上）�

1,021t�

1990年度比5.7万t-CO2（15.1％）�

�

資材選択による：1.3万t-CO2（対象物件109件）�

運用による：33.8万t-CO2（対象物件109件）�

�

�

5,716m3（実施物件17件）�

   270t（実施物件13件）�

2,140t（実施物件12件）�

�

  68,323千円（315,768kg）�

  42,562千円�

333,327千円�

133,477千円�

427,092千円（55,446t）�

5,838m3

公害防止コスト�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�

�

環境配慮設計コスト�

EMS運用コスト�

環境関連部門コスト�

監視・測定コスト�

�

環境関連研究開発コスト�

現場周辺美化等コスト�

情報公開・環境広告コスト�

環境関連基金・寄付等�

�

土壌健全性調査コスト�

小　　　　計�

合　　　　　　　　　計�

小　　　　計�

小　　　　計�

＊2000年度環境関連の投資はありません。�

35,039千円（サンプル現場により全量を推定）�

�

48,058千円（対前年比）�

  5,100千円（対前年比）�

37,343千円（対前年比）�

33.7万t（前年度比5.9万t減少）�

13.0％（前年度比4.2ポイント向上）�

41.8％（前年度比3.8ポイント向上）�

59.5％（前年度比10.5ポイント向上）�

602t�

　―――�

�

資材選択による：4.4万t-CO2（対象物件107件）�

運用による：41.9万t-CO2（対象物件107件）�

�

�

11,835m3（実施物件16件）�

2,097t（実施物件15件）�

8,546t（実施物件9件）�

�

  68,721千円（311,817kg）�

  25,738千円�

184,359千円�

  66,611千円�

136,034千円（17,993t）�

　―――�

1999年度費用総額�

6,244�

1�

14,325�

20,570�

1,356�

995�

257�

（事業エリア内コストに含む）�

1,252�

1,471�

257�

247�

7�

511�

0�

25,160
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《社外表彰》 �

　大林組では、1990年に地球環境部を設立、以降地球環境保全の活動を継続し

てまいりました。このたびこの 10年間の環境保全活動の実績が評価され、第

10回地球環境大賞【特別協力：WWF Japan（名誉総裁・秋篠宮殿下）、主催：

日本工業新聞社】の日本工業新聞社賞を受賞しました。�

商号�
創業�
代表者�
資本金�
受注高�
売上高�
主要事業�
�
�
�
�
�
�
�
�
従業員数�

株式会社　大林組�
明治25年1月�
取締役会長　大 林 芳 郎、　取締役社長　向 笠 愼 二�
577.52億円�
1兆1,780 億円（平成13年3月期）�
1兆2,478 億円（平成13年3月期）�
■国内外建設工事の請負�
■地域開発・都市開発・海洋開発・環境整備その他建設に関する事業�
■調査・企画・設計・監理などのエンジニアリングおよびマネージメント�
■道路・港湾・廃棄物処理施設・医療施設その他公共施設などの�
　企画・建設・保有・維持管理および運営�
■土壌浄化・河川および湖沼の底質浄化、湖水・海水の水質浄化�
　など環境汚染の修復に関する事業�
■一般廃棄物ならび産業廃棄物の収集・運搬・処理・再生利用�
■不動産事業　他�
10,979名（平成13年3月現在）�

会社概要�

第10回地球環境大賞授賞式�

環境保全活動の歩み�

環境�
マネジメント�
システム�

ライフ�
サイクル�
アセスメント�

省エネルギー�
省資源/地球�
温暖化防止�

廃棄物削減�
有害化学物質�
管理�

グリーン調達�
エコマテリアル�

熱帯材�
使用削減�

緑化�
土壌浄化�

社会貢献�

東京本社ISO14001登録�

2000

地球環境部設置�

ライフサイクル環境�
負荷解析�

ライフサイクルCO2の少ない�
新木質構造物の開発�

都市におけるライフ�
サイクル環境負荷解析�

プロダクトチェーン�
アナリシス�

環境委員会を頂点とする�
組織体制の整備�

1980 1990

環境保全推進委員会設置�

「大林組環境保全行動計画」�
策定�

環境報告書を毎年発行�

環境保全活動を全店展開�

大阪本店ISO14001登録�

環境会計公表�

二酸化炭素排出量分析�

大林組環境方針策定� 全店ISO14001登録完了�

建築現場における�
ゼロエミッション�

建設現場物流システム�

溶融スラグの活用�

熱帯材減少分析�

マングローブ林の保護�

プレキャスト型枠工法�

国産針葉樹合板試用�針葉樹複合合板導入�

グリーン調達基準作成�

建設機械塗料無鉛化�

自社工場の土壌健全性調査�

中間処理施設の建設支援�

オフィス内省資源への取組み�
超省エネビル�

「大林組技術研究所本館」�
環境配慮項目�

チェックシートの採用�
中規模省エネモデルビル�
「ニッセイ四日市ビル」�

アルミ・ガラス循環型�
リサイクル複合材の開発�

アマゾン・ボルネオ�
熱帯雨林調査�

地下ダムによる砂漠緑化�
サヘルグリーンベルト計画�

Cr、Hg汚染土壌等の�
浄化工事実施�

芝生グランド地中給排水�
システム（GOAL）の開発�

熱帯林保全・研究支援、�
熱帯林観測塔の寄贈�

国連大学�
地球環境フォーラム�

塩類土壌化対策�
タイ国溜池建設�

希少野生植物�
（キンラン）の保全�

エコマテリアルの使用�
「主婦会館プラザエフ」�

省エネ手法解析ソフト�
（エコナビ）の開発�

省エネ改修ビル�
「オーク東京ビル」�

工事用トラック省燃費�
運転の推進�

2010年までのCO2排出量�
17％削減目標設定�設計計画段階での環境保全�

（環境配慮設計シートの採用）�

無動力攪拌方式�
排水・汚泥処理システム�
（大林・BIMA）の開発�

経団連・中国植林調査�

汚染土壌浄化技術開発�

クウェートにおける�
原油汚染土のバイオ�
レメディエーション�

人工地盤緑化工法の開発�
･技術研究所屋上における�
人工地盤緑化工法実験�

屋上緑化�
「四天王寺国際仏教大学」�

古紙型枠試用�

環境マネジメント�
システム導入決定�

充填型鋼管コンクリート�
（CＦT）工法�

建築資材生産�
（8.3%）�

型枠用熱帯材代替率�
45.1％（2000年度）�

建設に関わる�
運輸（3.6%）�
建築工事（1.3%）�
業務用施設�
運用（11.4%）�

家庭施設�
運用（13.0%）�

その他�
(57.3%）�

14,496

8年度� 9年度� 10年度�11年度�12年度�

13,139
12,281 12,081 11,780

15,106

8年度� 9年度� 10年度�11年度�12年度�

14,651
13,640

10,746

12,478

■受注高の推移（単位：億円）�

土木 　　建築 　　不動産事業等�

■売上高の推移（単位：億円）�

土木 　　建築 　　不動産事業等�
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第三者審査報告書�
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この報告書に関するお問い合わせは�
�

東 京 本 社 �

�

�

本 店 �

�

�

札 幌 支 店 �

�

�

東 北 支 店 �

�

�

横 浜 支 店 �

�

�

北 陸 支 店 �

�

�

名古屋支店�

�

�

神 戸 支 店 �

�

�

広 島 支 店 �

�

�

四 国 支 店 �

�

�

九 州 支 店 �

�

�

技術研究所�

�

http://www.obayashi.co.jp/

〒108-8502�
東京都港区港南2-15-2�
株式会社  大林組  東京本社�

�

〒108-8502 東京都港区港南2-15-2 �

TEL.（03）5769-1111（総合番号案内）�

�

〒540-8584�大阪市中央区北浜東4-33 �

TEL.（06）6946-4400（電話番号案内）�

�

〒060-0001 札幌市中央区北一条西3-3-7 �

TEL.（011）241-1101�

�

〒980-0011 仙台市青葉区上杉1-6-11 �

TEL.（022）267-8511�

�

〒231-0007 横浜市中区弁天通2-22 �

TEL.（045）201-4131�

�

〒950-8528 新潟市東大通2-3-28 �

TEL.（025）246-6666�

�

〒461-8506 名古屋市東区東桜1-10-19 �

TEL.（052）961-5111�

�

〒651-0084 神戸市中央区磯辺通3-1-7 �

TEL.（078）265-0800�

�

〒730-0041 広島市中区小町1-25 �

TEL.（082）243-0151�

�

〒760-0007 高松市中央町11-11 �

TEL.（087）831-7121�

�

〒812-0027 福岡市博多区下川端町9-12 �

TEL.（092）271-3811�

�

〒204-8558 東京都清瀬市下清戸4-640�

TEL.（0424）95-1111

地球環境室�
TEL:03-5769-1002�
FAX:03-5769-1901�
E-Mail:oged@obayashi.co.jp

この報告書は、エコマーク認定の再生紙と大豆油インクを使用しています。�


